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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第67期

前第１四半期
連結累計(会計)期間

第68期
当第１四半期

連結累計(会計)期間
第67期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 2,276,105 1,113,101 7,367,304

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) △67,366 △108,816 316,269

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) △95,044 2,821 1,069,916

純資産額 (千円) △769,915 359,621 312,988

総資産額 (千円) 4,083,830 2,248,210 2,395,308

１株当たり純資産額 (円) △83.78 △45.29 △46.61

１株当たり四半期(当期)
純利益又は四半期純損失
（△）

(円) △3.23 0.10 36.38

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ 0.05 17.42

自己資本比率 (％) △21.16 11.92 9.57

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 74,479 238,765 253,872

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △73,464 △147,658 1,391,732

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △32,117 △79,500 △1,575,174

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 564,521 677,660 666,053

従業員数 (名) 977 638 725

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第67期第1四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在

しますが１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

四半期報告書

 2/30



２ 【事業の内容】

当社グループの事業は、当第1四半期連結会計期間よりシステム事業のみとなっております。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 638

(注) 1. 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

2. 前連結会計年度末に比べ87名（12.0％）減少しておりますが、その主な理由は出向社員の減少によるものであ

ります。

3. 臨時従業員は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 272

(注) 1. 従業員数は、当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む就業人員であります。

2. 前事業年度末に比べ111名（29.0％）減少しておりますが、その主な理由は出向社員の減少によるものであり

ます。

3. 臨時従業員は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、前第2四半期連結会計期間中においてプリント配線板事業を株式会社キョウデンファインテッ

クへ会社分割により譲渡しており、当第1四半期連結会計期間においては単一セグメントであり事業部門

も単一であるため、事業の種類別又は事業部門別に記載を行っておりません。

　

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間におけるシステム事業の生産実績を示すと、次のとおりであります。

事業の名称 生産高(千円)
前年同四半期比
（％）

システム事業 1,113,101 △32.8

合計 1,113,101 △32.8

(注) 1. 金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

2. 当社グループは、当第1四半期連結会計期間よりシステム事業の単一事業となっているため、上記の前年同四半

期比については、システム事業のみの実績を比較した増減率を記載しております。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間におけるシステム事業の受注実績を示すと、次のとおりであります。

事業の名称 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

システム事業 1,492,471 △14.6 498,849 ＋17.5

合計 1,492,471 △14.6 498,849 ＋17.5

(注) 1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2. 当社グループは、当第1四半期連結会計期間よりシステム事業の単一事業となっているため、上記の前年同四半

期比については、システム事業のみの実績を比較した増減率を記載しております。
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(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間におけるシステム事業の販売実績を示すと、次のとおりであります。

事業の名称 販売高(千円)
前年同四半期比
（％）

システム事業 1,113,101 △32.8

合計 1,113,101 △32.8

(注) 1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

2. 当社グループは、当第1四半期連結会計期間よりシステム事業の単一事業となっているため、上記の前年同四半

期比については、システム事業のみの実績を比較した増減率を記載しております。

3. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

　

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

NECシステムテクノロジー㈱ 292,449 12.8 279,375 25.1

日本電気通信システム㈱ 436,601 19.2 201,206 18.1

ソニー株式会社 144,147 6.3 129,570 11.6

東京コンピュータサービス㈱ 135,864 6.0 128,405 11.5

4. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第1四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はあり

ません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 連結経営成績の分析

当第1四半期連結会計期間における我が国の経済は、昨年のアメリカ・欧州における金融危機の

深刻化や株式・為替市場の大幅な変動などの影響により、非常に厳しい状況からのスタートとなり

ましたが、平成20年度第二次補正予算等の効果が次第に現れ始め、公共投資が前年度比で増加に転

じるなど、輸出・生産ともに次第に持ち直しの動きが見え始めるようになりました。しかしながら、

企業収益は依然として極めて大幅に減少している状態が継続しており、そのため設備投資や雇用情

勢は引き続きたいへん厳しい状態が続いております。また、海外におきましても、中国や一部のアジ

ア諸国では持ち直しの動きがみられるものの、欧米においては引き続き景気は後退しており、金融

危機と実体経済悪化の悪循環により景気後退が長期化するリスクが高まってきております。

情報サービス産業におきましても、昨年後半からの世界的な景気悪化の影響を受け、顧客である

ユーザーの業績が依然として厳しい状況にあることから、ソフトウエア関連投資の回復はすぐには

見込めない状況であります。そのため、情報サービス産業各社は調達先や成長分野の絞込み、内製化

やソフト開発委託の海外へのシフト強化などを通じてコストの削減と体質の強化を行うことによ

り業績の回復を図っておりますが、厳しい状況はしばらく続くものと予想されます。

このような事業環境下で、当社グループは引き続き経営の効率化、及び新規顧客開拓等による事

業拡大を図り、一刻も早い利益体質への改善に日々努めております。
　

①売上高及び営業損失

当第1四半期連結会計期間における当社グループのシステム事業は、主要な市場不振の影響を受

けて、既存プロジェクトの中断や新規プロジェクト立ち上げの延期などにより受注が減少しており

ます。この状況を改善するため、当社グループは全社をあげて既存顧客への一層の営業活動と新規

の顧客開拓により受注の確保と稼働率の改善に取り組んでおりますが、結果が出てくるのは第２四

半期以降になると予想されます。

　その結果、当第1四半期連結会計期間における売上高は、前年同四半期と比べ1,163,003千円

（51.1％）減少し1,113,101千円となりました。また、営業損失は前年同四半期と比べ60,934千円増

加し107,194千円（前年同期は46,260千円）となりました。

なお、プリント配線板事業は、前第2四半期連結会計期間中に株式会社キョウデンファインテック

へ会社分割により譲渡しており、同事業の当第1四半期連結会計期間における事業の種類別セグメ

ントはございません。

　

②経常損失

営業外損益では、受取利息、受取賃貸料などの営業外収益が3,872千円ありましたが、支払利息な

どの営業外費用が5,494千円あり、その結果、当第1四半期連結会計期間の経常損失は前年同四半期

と比べ41,450千円増加し108,816千円（前年同四半期は67,366千円）となりました。

　

③四半期純利益

特別利益は、当第1四半期連結会計期間においては賞与引当金戻入額等が115,512千円ありまし

た。

　以上の結果、当第1四半期連結会計期間の四半期純利益は、前年同四半期と比べ97,866千円増加し

2,821千円（前年同四半期は△95,044千円）となりました。
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(2) 連結財政状態の分析

（資産）

流動資産は、棚卸資産や短期貸付金等が増加いたしましたが、売上高の減少により受取手形及び

売掛金が減少し、前連結会計年度末より196,288千円減少し1,832,199千円となりました。

　固定資産では、保有株式の時価が上昇したことにより投資有価証券が増加し、前連結会計年度末よ

り49,190千円増加し416,010千円となりました。

　その結果、資産合計は前連結会計年度末より147,098千円減少し2,248,210千円となりました。

（負債）

流動負債は、主に短期借入金の返済、賞与引当金の減少等により、前連結会計年度末より135,420

千円減少し978,796千円となりました。

　固定負債は、長期借入金の返済や、長期未払金の支払い等により49,311千円減少し909,792千円と

なりました。

　その結果、負債合計は前連結会計年度末より184,731千円減少し1,888,589千円となりました。

（純資産）

純資産は、保有株式の時価の上昇によるその他有価証券評価差額の増加35,875千円と、四半期純

利益2,821千円により増加し、当第1四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より37,633

千円増加し359,621千円となりました。
　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、

借入金の返済や貸付による支出などにより資金が減少いたしましたが、営業活動キャッシュ・フ

ローにより前第1四半期連結会計期間に比べ資金が113,138千円増加し、当第１連結会計期間末には

677,660千円（前第1四半期連結会計期間末 564,521千円）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

賞与引当金、たな卸資産等の減少等により資金が減少いたしましたが、税金等調整前四半期純利

益、仕入債務及びその他負債の増加等により、前第1四半期連結会計期間よりも164,285千円

（220.6％）増加し、当第1四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは238,765千

円の資金が増加いたしました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

貸付けによる支出等により前第1四半期連結会計期間よりも74,194千円（101.0％）支出が増加

し、当第1四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは147,658千円の資金が減少い

たしました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

短期借入金及び長期借入金の返済等により、前第1四半期連結会計期間よりも47,382千円

（147.5％）支出が増加し、当第1四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは

79,500千円の資金が減少いたしました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当社グループ(当社及び当社の関係会社)の研究開発活動は、次世代通信制御系システム開発を中

心としております。

なお、当第1四半期連結会計期間における研究開発費は105千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第1四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 165,669,000

A種優先株式 16,000,000

計 181,669,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,417,40029,417,400
株式会社ジャスダッ
ク証券取引所

（注）１，２

A種優先株式 16,000,00016,000,000― （注）３，４

計 45,417,40045,417,400― ―

（注）１　完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

２　単元株式数は1,000株であります。

３　A種優先株式の内容は以下のとおりであります。

(1) 種類株式の名称 　　株式会社アイレックスA種優先株式

　 　　(以下「優先株式」という。)

(2) 発行株式数 　　　 16,000,000株

(3) 発行価額 １株につき　金100円

(4) 発行価額の総額 　　1,600,000,000円

(5) 発行価額中の資本組入額 １株につき　 金50円

(6) 資本組入額の総額 　　800,000,000円

(7) 申込期日 　　平成18年２月27日

(8) 払込期日 　　平成18年２月28日

(9) 配当起算日 　　平成17年４月１日

(10) 発行方法 　　第三者割当の方法により、引受人に割り当てる。

(11) 継続保有に関する事項 　　該当なし

(12) 剰余金の配当

(イ)優先株式を有する株主(以下「優先株主」という。)又は優先株式の登録質権者(以下「優先登録質権者」

という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)又は普通株式の登録質権者(以下「普

通登録質権者」という。)に先立ち、優先株式１株につき２円を限度として優先的に配当金（(以下「優先

配当金」という。)を支払う。

(ロ)中間配当は行わない。

(ハ)ある営業年度における優先配当金の不足額は、翌営業年度以降に累積しない。

(ニ)優先株主又は優先登録質権者に対して優先配当金の額を超えて配当は行わない。

(13) 残余財産の分配

　当社の残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録質権者に対し、普通株主又は普通登録質権者に先立

ち、優先株式１株につき100円を支払う。

　優先株主又は優先登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(14) 買受又は強制消却
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　当社は、平成21年３月１日以降、いつでも優先株式を買受けることができる。

　また、当社は、取締役会の決議により、取得日として定めた日の到来により、優先株式を強制消却(取得を含

む。)することができる。なお、１株あたりの買受価額又は強制消却の対価は、優先株主又は優先登録質権者に対

して、優先株式１株につき発行価額に1.05を乗じた価額とする。

(15) 償還請求権

　優先株主は、平成21年３月１日以降において、直近事業年度の貸借対照表確定時の法令で定める「分配可能

額」から、２億円を控除した額を上限として、優先株式の全部または一部を１株あたり100円で当社に対して償

還(取得を含むものとする。)を請求することができる。ただし、分配可能額は最終営業年度の貸借対照表確定時

に剰余金の分配をした場合は、当該分配額を分配可能額から控除した金額とする。

(16) 議決権

　優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(17) 株式の併合又は分割

　当社は、法令に定める場合を除き、優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。

(18) 新株引受権株式等の付与

　当社は、株主に新株の引受権、新株予約権の引受権又は新株予約権付社債の引受権を与えるときは、各々の場

合に応じて、普通株主には普通株式の、優先株主には優先株式の、新株の引受権、新株予約権の引受権又は新株

予約権付社債の引受権を同時に同一割合で与える。

(19) 転換予約権

　A種優先株主は、下記に定める条件に従い、下記①に定める期間内に転換を請求することにより、１株につき下

記③から⑤に定める転換価額により、A種優先株式を当社普通株式に転換することができる。

①　転換請求期間

　　平成23年３月１日以降とする。

②　転換により発行すべき普通株式数

　　A種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。
　

転換発行により発行
すべき普通株式数

＝
A種優先株主が転換請求のために
提出したA種優先株式の発行価額総額

÷転換価額

　
　　発行株式数の算出に当たり１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

③　当初転換価額

　　当初転換価額は50円とする。

④　転換価額の修正

　　転換価額は、平成24年３月１日以降、毎年３月１日(以下、それぞれ「転換価額修正日」という。)に、各転換価

額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株

式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に修正される(修正後転換

価額は円位未満小数点第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記の時価算定期間の初日

から転換価額修正日の前日までの日に、下記⑤で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値

は、下記⑤に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額

が当初転換価額の50％(以下「下限転換価額」という。ただし、下限転換価額は、下記⑤により転換価額が調

整された場合は調整後転換価額を調整前転換価額で除した比率(以下「調整比率」という。)に応じて調整さ

れる。下限転換価額は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)を下回る場合には

下限転換価額をもって、また修正後転換価額が当初転換価額の150％(以下「上限転換価額」という。ただし、

上限転換価額は、下記⑤により転換価額が調整された場合は調整比率に応じて調整される。上限転換価額は、

円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)を上回る場合には上限転換価額をもって

修正後転換価額とする。

⑤　転換価額の調整

ⅰ　当社は、A種優先株式発行後、本号ⅱに掲げる各事由により、当社の普通株式数に変更を生じる場合又は変

更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)をもって転換価額

を調整する。
　

既発行
普通株式

＋
新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数
　

ⅱ　転換価額調整式によりA種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期

については、次に定めるところによる。

(イ)本号ⅳ(ロ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の

有する当社の普通株式を処分する場合。

　調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日

以降、これを適用する。

(ロ)株式分割により普通株式を発行する場合。
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　調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。

　ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普通

株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の

終結の日以前の日を株式分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能

利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。

　なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本

組入れの決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当社

の普通株式を新たに発行する。
　

株式数＝

(
 
調整前
転換価額

－
調整後
転換価額 )

×
調整前転換価額をもって転換により
当該期間内に発行された株式数

調整後転換価額
　

　この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(ハ)本号ⅳ(ロ)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換でき

る証券又は新株予約権の行使によって発行される普通株式１株当たりの発行価額が時価を下回ること

となる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合。

　調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換

価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを適用する。ただ

し、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

ⅲ　転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどまる

限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要と

する事由が発生した場合に算出される調整後の転換価額にそのつど算入する。

ⅳ(イ)転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(ロ)転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、本号ⅱ(ロ)ただし書の場

合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当

社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。こ

の場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(ハ)転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日が

ない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当

該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。

ⅴ　当社は、本号ⅱの転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会が適当と判

断する転換価額の調整を行うものとする。

(イ)株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、商法第374条ノ16に定められた吸収分

割、又は合併のために転換価額の調整を必要とするとき。

(ロ)その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。

(ハ)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥　転換請求受付場所

　　東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

　　日本証券代行株式会社

⑦　転換の効力発生

　　転換の効力は、転換請求書及びA種優先株式の株券が、上記⑥に記載する転換請求受付場所に到達したときに

発生する。ただし、A種優先株式の株券が発行されていないときは、株券の提出を要しない。

(20) 転換後第１回目の普通株式への配当

　優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、転換の請求が４月１日から９月30

日までになされたときには４月１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときには10月１日に、それ

ぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。

(21) 当社は、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(22) 議決権を有しないこととしている理由

　資本の増強に当たり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

４　単元株式数は1,000株であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

─ 45,417,400 ─ 1,540,000 ─ 1,510,000

　
　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第1四半期連結会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため記

載することができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
A種優先株式

16,000,000
―

「１株式等の状況」の「(1)株式の総
数等」の「②発行済株式」の注記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

4,000
―

株主としての権利内容に制限のない、
標準となる株式
単元株式数　1,000株

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,406,000
29,406 ―

単元未満株式
普通株式

7,400
― ―

発行済株式総数 45,417,400― ―

総株主の議決権 ― 29,406 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が 1,000株(議決権の数１個)含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式882株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社アイレックス

東京都中央区日本橋本町
四丁目８番14号

4,000 ― 4,000 0.0

計 ― 4,000 ― 4,000 0.0

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

① 普通株式

月別
平成21年
４月 　５月 ６月

最高(円) 45 58 92

最低(円) 35 37 45

(注)　最高・最低株価は株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

② A種優先株式

当社の優先株式は、金融商品市場に上場されておりません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、ありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第1四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結

財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び

当第1四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、聖橋監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 677,660 666,053

受取手形及び売掛金 817,583 1,229,955

仕掛品 77,994 38,985

短期貸付金 150,200 200

その他 110,207 95,201

貸倒引当金 △1,446 △1,909

流動資産合計 1,832,199 2,028,488

固定資産

有形固定資産 ※１
 79,755

※１
 80,313

無形固定資産 2,505 2,678

投資その他の資産

投資有価証券 248,303 194,679

その他 129,301 132,303

貸倒引当金 △43,854 △43,154

投資その他の資産合計 333,750 283,828

固定資産合計 416,010 366,820

資産合計 2,248,210 2,395,308

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 371,116 332,676

短期借入金 190,500 225,000

未払法人税等 6,452 11,188

賞与引当金 45,149 161,491

製品補償引当金 37,605 37,605

その他の引当金 13,584 15,991

その他 314,388 330,265

流動負債合計 978,796 1,114,217

固定負債

長期借入金 679,000 724,000

退職給付引当金 54,994 49,827

その他の引当金 4,155 3,351

負ののれん 463 566

その他 171,178 181,357

固定負債合計 909,792 959,103

負債合計 1,888,589 2,073,320
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,540,000 1,540,000

資本剰余金 1,510,000 1,510,000

利益剰余金 △2,822,179 △2,825,000

自己株式 △605 △605

株主資本合計 227,215 224,394

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 40,702 4,826

評価・換算差額等合計 40,702 4,826

少数株主持分 91,703 92,767

純資産合計 359,621 321,988

負債純資産合計 2,248,210 2,395,308
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 2,276,105 1,113,101

売上原価 2,098,590 1,074,583

売上総利益 177,514 38,518

販売費及び一般管理費

販売費 4,499 639

一般管理費 219,275 145,073

販売費及び一般管理費合計 ※
 223,775

※
 145,712

営業損失（△） △46,260 △107,194

営業外収益

受取利息及び配当金 4,853 2,464

受取賃貸料 2,870 1,285

その他 2,625 121

営業外収益合計 10,349 3,872

営業外費用

支払利息 29,358 4,596

その他 2,097 897

営業外費用合計 31,455 5,494

経常損失（△） △67,366 △108,816

特別利益

賞与引当金戻入額 － 115,511

貸倒引当金戻入額 346 －

その他 － 1

特別利益合計 346 115,512

特別損失

固定資産除却損 17 －

事業整理損失引当金繰入額 15,509 －

その他 － 39

特別損失合計 15,527 39

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△82,546 6,656

法人税、住民税及び事業税 12,977 4,999

法人税等合計 12,977 4,999

少数株主損失（△） △479 △1,164

四半期純利益又は四半期純損失（△） △95,044 2,821
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△82,546 6,656

減価償却費 9,723 871

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 236

賞与引当金の増減額（△は減少） 77,404 △116,341

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,533 5,167

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △125 803

受取利息及び受取配当金 △4,853 △2,464

支払利息 29,358 4,596

有形固定資産除却損 17 －

売上債権の増減額（△は増加） 458,612 412,372

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,318 △39,008

仕入債務の増減額（△は減少） △107,390 38,439

未払消費税等の増減額（△は減少） △70,735 △3,511

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 15,509 －

その他 △161,989 △57,886

小計 146,186 249,931

利息及び配当金の受取額 4,812 2,464

利息の支払額 △23,373 △4,596

法人税等の支払額 △53,145 △9,033

営業活動によるキャッシュ・フロー 74,479 238,765

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,887 －

投資有価証券の取得による支出 △1,755 △661

投資有価証券の売却による収入 1,050 －

貸付けによる支出 △50,000 △150,000

貸付金の回収による収入 1,577 50

その他 △18,448 2,951

投資活動によるキャッシュ・フロー △73,464 △147,658

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 968,000 △34,500

長期借入金の返済による支出 △1,000,046 △45,000

自己株式の取得による支出 △71 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,117 △79,500

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31,102 11,606

現金及び現金同等物の期首残高 595,623 666,053

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 564,521

※
 677,660
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第1四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

１　連結の範囲の変更

　当第1四半期連結会計期間において、重要な変更はありません。

 

２　持分法適用の範囲の変更

　該当事項はありません。

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

　該当事項はありません。

 

４　会計処理の原則及び手続の変更

受注制作のソフトウェアの売上高及び売上原価の計上基準の変更

受注制作のソフトウェア契約に係る収益の計上基準については検収基準を適用しておりましたが、「工事

契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第1四半期連結会計期間より適用し、当第

1四半期連結会計期間に着手した受注制作のソフトウェア契約から、当第1四半期連結会計期間末までの進捗

部分について成果の確実性が認められる契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の契約については検収基準を適用しております。

　なお、これによる当第1四半期連結会計期間の損益への影響はありません。

 

５　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更

　該当事項はありません。
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【表示方法の変更】

当第1四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

前第1四半期連結会計期間において、「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示しておりました

「投資有価証券」は、総資産額の100分の10を超えたため、当第1四半期連結会計期間より区分掲記すること

としております。なお、前第1四半期連結会計期間の、「投資その他の資産」の「その他」に含まれる「投資

有価証券」は339,350千円であります。

 

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第1四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと

認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積額を算定しております。

 

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切り下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて販売可能価額まで簿価

切り下げを行う方法によっております。

 

３　経過勘定項目の算定方法

一部の経過勘定項目の算定方法について、合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっており

ます。

 

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方

法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第1四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

20,176千円
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

19,823千円
 

２　重要な訴訟事件

　当社は、損害賠償等請求に関する以下の訴訟の提起を

受けております。

 (1)
当該訴訟の提起があっ
た年月日

平成20年12月26日

 (2)当該訴訟を提起した者 　

　 ① (イ) 商号 株式会社村田製作所

　 　（ロ）本店所在地
京都府長岡京市東神足
１丁目10番１号

　 　（ハ）代表者
代表取締役社長
　　　　村田　恒夫

　 ② (イ) 商号
株式会社
　　小松村田製作所

　 　（ロ）本店所在地
石川県小松市光町
93番地

　 　（ハ）代表者
代表取締役社長
　　　　萬代　治文

(3)訴訟の内容及び損害賠償請求金額

① 内容

　当社は平成20年７月１日付けにてプリント配線板事

業を会社分割により新設会社株式会社キョウデン

ファインテックに承継させた上で、新設会社の全株式

を株式会社キョウデンに譲渡し、現在はプリント配線

板事業から撤退しております。

　当該株式譲渡以前に当社が製造・販売したプリント

配線板を使用して株式会社村田製作所及び株式会社

小松村田製作所が製造・販売した一部の製品につい

て不具合が発生し、同社らが納入先から損害賠償請求

を受けたことをもって本件訴訟に至った次第であり

ます。

② 損害賠償請求金額

　　 310,227千円
 
 

２　重要な訴訟事件

　当社は、損害賠償等請求に関する以下の訴訟の提起を

受けております。

 (1)
当該訴訟の提起があっ
た年月日

平成20年12月26日

 (2)当該訴訟を提起した者 　

　 ① (イ) 商号 株式会社村田製作所

　 　（ロ）本店所在地
京都府長岡京市東神足
１丁目10番１号

　 　（ハ）代表者
代表取締役社長
　　　　村田　恒夫

　 ② (イ) 商号
株式会社
　　小松村田製作所

　 　（ロ）本店所在地
石川県小松市光町
93番地

　 　（ハ）代表者
代表取締役社長
　　　　萬代　治文

(3)訴訟の内容及び損害賠償請求金額

① 内容

　当社は平成20年７月１日付けにてプリント配線板事

業を会社分割により新設会社株式会社キョウデン

ファインテックに承継させた上で、新設会社の全株式

を株式会社キョウデンに譲渡し、現在はプリント配線

板事業から撤退しております。

　当該株式譲渡以前に当社が製造・販売したプリント

配線板を使用して株式会社村田製作所及び株式会社

小松村田製作所が製造・販売した一部の製品につい

て不具合が発生し、同社らが納入先から損害賠償請求

を受けたことをもって本件訴訟に至った次第であり

ます。

② 損害賠償請求金額

　　 310,227千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
前第1四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

報酬及び給与 111,298千円

賞与引当金繰入額 6,204千円

退職給付費用 3,411千円

貸倒引当金繰入額 68千円

 
 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

報酬及び給与 74,852千円

賞与引当金繰入額 4,807千円

退職給付費用 1,078千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,053千円

 

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
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前第1四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 603,436千円

預入期間が３か月超の定期預金 △38,914千円

現金及び現金同等物 564,521千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 677,660千円

預入期間が３か月超の定期預金 ─ 千円

現金及び現金同等物 677,660千円

 

　

　

(株主資本等関係)

当第1四半期連結会計期間末及び当第1四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日 至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,417,400

A種優先株式（株） 16,000,000

計 45,417,400

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,882

　

　

３　新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項
　

該当事項はありません。

　　　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項
　

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　
該当事項はありません。

　

　

(有価証券関係)

　

時価のある有価証券は、当社の企業集団の事業の運営において重要なものではなく、また、有価証券の

四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年末と比較して著しい変動が認められないた

め、記載を省略しております。
　

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第1四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

（単位：千円）

　
プリント
配線板事業

システム事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売　上　高 　 　 　 　 　

（１）外部顧客に対する売上 618,7481,657,3562,276,105 － 2,276,105

（２）セグメント間の内部売上
　　　又は振替高

－ － － － －

計 618,7481,657,3562,276,105 － 2,276,105

　営業利益又は営業損失（△） △306,255289,637△16,618（29,642）△46,260

（注）1. 事業区分の方法
当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板の製
造・販売を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステム事業
に区分しております。

2. 事業区分の方法
(1)プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て

　　　　　　　　　　　　　　　　加工。
(2)システム事業……電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合

　　　　　　　　　　　　　評価・検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコン
　　　　　　　　　　　　　サルテーション、インターネット関連等。

3. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は29,642千円であり、当

社の管理部門に係る費用であります。

4. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、従来、棚卸

資産は主として総平均法による原価法により算定しておりましたが、当第１四半期連結会計期

間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年7月5日）が適用

されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法）により算定しております。

　これにより、プリント配線板事業の営業損失は81,617千円多く計上されております。

　

当第1四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　当社グループの事業はシステム事業の単一事業でありますので、開示対象となるセグメントがない

ため記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第1四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が、90％超でありますので、所在地別セグメント

の記載を省略しております。

　

当第1四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　在外子会社及び支店等がないため、所在地別セグメントは記載しておりません。

　

【海外売上高】

前第1四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　該当事項はありません。
　

当第1四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 △45.29円
　

　 　

　 △46.61円
　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 359,621 321,988

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)
　（うちＡ種優先株式）
　（少数株主持分）

1,691,703
（ 1,600,000 ）
（    91,703 ）

1,692,767
（ 1,600,000 ）
（    92,767 ）

普通株式に係る純資産額(千円) △1,332,082 △1,370,779

普通株式の発行済株式数(株) 29,417,400 29,417,400

普通株式の自己株式数（株） 4,882 4,882

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

29,412,518 29,412,518
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２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第1四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失 3.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 円
　

１株当たり四半期純利益 0.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 0.05円

　

(注)１　前第1四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在しますが１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円)

△95,044 2,821

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△95,044 2,821

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 29,414,006 29,412,518

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳
(千円)　

─ ─

四半期純利益調整額(千円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳(株)
　　　転換予約権（株） ─ 32,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

A種優先株式 16,000千
株の普通株式への転換
予約権の行使による株
式の増加
（A種優先株式の概要）
①発行価額

１株につき　　100円
②発行価額の総額

1,600,000千円
③転換請求期間
平成23年３月１日以降

④当初転換価額
１株につき　　 50円

 

─────

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月14日

株式会社アイレックス

取締役会　御中

　

聖橋監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　田　　信　　彦　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　永　　田　　　　敬　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アイレックスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイレックス及び連結子会平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は前連結会計年度に多額の当

期純損失を計上し、その結果前連結会計年度末に703百万円、当第１四半期連結会計期間末に769百万円の債務

超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が発生している。当該状況に対する経営者の対応等は

当該箇所に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

疑義の影響を四半期連結財務諸表は反映していない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月14日

株式会社アイレックス

取締役会　御中

　

聖橋監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　田　　信　　彦　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　永　　田　　　　敬　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アイレックスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイレックス及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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